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第１章 はじめに 1 

現行の電気通信番号制度では、令和元年に施行された電気通信事業法（昭和 59 年法律第2 

86 号）の改正（電気通信事業法及び国立研究開発法人情報通信研究機構法の一部を改正す3 

る法律（平成 30 年法律第 24 号））により、電気通信番号を使用して電気通信役務を提供す4 

る全ての事業者は、総務大臣から電気通信番号使用計画の認定を受けることが義務付けられ5 

ている。 6 

近年、電気通信番号を用いた特殊詐欺が社会的な課題になっており、総務大臣から電気通7 

信番号使用計画の認定を受けた事業者が特殊詐欺に使われると知りながら電話回線を提供8 

したとして、詐欺幇助の罪で逮捕・起訴され、実刑判決に至った例が顕在化している。 9 

総務省では、令和６年 11月の情報通信審議会「IP網への移行等に向けた電気通信番号制10 

度の在り方」最終答申を踏まえ、令和７年５月に成立した電気通信事業法の改正（電気通信11 

事業法及び日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第4612 

号。以下「令和７年改正法」という。）により、以下を主な内容とする電気通信番号制度の13 

見直しを行った。 14 

① 電気通信番号使用計画の認定の欠格事由に詐欺罪等により刑に処せられた者等を追加 15 

② 電気通信番号使用計画の認定の基準に申請者の役務継続の見込み等を追加 16 

③ 卸元事業者に対する卸先事業者の認定の有無等の確認義務の創設 17 

「電話番号の犯罪利用対策等に係る電気通信番号制度の在り方」は、令和７年６月 17 日18 

に、総務大臣から情報通信審議会に対し諮問され、令和７年改正法の施行に向けた下位法令19 

の整備等について、電気通信番号政策委員会において検討が進められてきた。 20 

令和７年改正法は、電話番号の犯罪利用対策以外の内容も含む広範な制度改正であるとこ21 

ろ、本報告書は、一次報告書として、主に電話番号の犯罪利用対策に関して、下位法令の整22 

備の方向性について、とりまとめを行ったものである。  23 
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第２章 検討の背景 24 

１．電気通信番号制度の概要 25 

１．１ 電気通信番号の体系 26 

電気通信番号は、ITU（国際電気通信連合）が定める国際的なルールにより桁数等の制27 

約がある有限希少な資源であり、各国が配分や使用の手続を定めている。我が国において28 

は、総務省が電気通信番号を管理しており、必要に応じて、事業者に電気通信番号を指定29 

している。 30 

電気通信番号は、これまで主に通話サービスに利用されてきたが、現在、その用途は徐々31 

に拡大し SMS等の多様なサービス等にも利用されている。これらのサービスは国民の社会32 

経済活動を支える基盤となっており、電気通信番号はそれらを構成する上で必要な要素と33 

なっている。最近では、IoTの普及等により、電気通信番号のニーズはさらに高まってい34 

る。 35 

 36 

図表１ 電気通信番号の体系 37 

 38 

 39 

１．２ 電気通信番号制度の概要 40 

現行の電気通信番号制度では、令和元年に施行された電気通信事業法の改正により、電41 

気通信番号を使用して電気通信役務を提供する全ての事業者は、総務大臣から電気通信番42 

号使用計画の認定を受けることが義務付けられている。 43 

当該認定を受ける形態としては、① 電気通信番号使用計画を作成し、総務大臣から認44 

定を受けるとともに、電気通信番号の指定も受ける場合（このような場合の事業者を「指45 

定事業者」という。）、② 電気通信番号使用計画を作成し、総務大臣から認定を受けるが、46 
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電気通信番号については他の事業者から提供を受ける場合（このような場合の事業者を47 

「非指定事業者」という。）、③ 総務大臣が定めて公示する標準電気通信番号使用計画と48 

同一の電気通信番号使用計画を自ら作成し、認定を受けたとみなされる場合（このような49 

場合の事業者を「みなし認定事業者」という。）の３つがある。 50 

電気通信番号の管理の一環として、総務大臣は、認定を受けた事業者（以下「認定事業51 

者」という。なお、みなし認定事業者も含む。）から、毎年、電気通信番号の使用状況の52 

報告を受けており（電気通信事業報告規則（昭和 63 年郵政省令第 46 号）第８条）、この53 

報告に基づき、総務省では、認定事業者のリストを作成し、総務省のホームページで公表54 

している。 55 

 56 

図表２ 手続のイメージ 57 

 58 

 59 

 60 

２．電気通信番号制度の見直し 61 

令和元年の施行から約５年が経過し、近年では、電気通信番号を用いた特殊詐欺が社会62 

的な課題になっており、総務大臣から電気通信番号使用計画の認定を受けた事業者が特殊63 

詐欺に使われると知りながら電話回線を提供したとして、詐欺幇助の罪で逮捕・起訴され、64 

実刑判決に至った例が顕在化している。 65 

 66 

 67 

 68 

 69 
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 70 

図表３ 事業者が特殊詐欺に関与するケース 71 

 72 
 73 

しかし、これまでの制度では、認定の申請を受けようとする事業者が特殊詐欺の実刑を74 

受けていたり、事後的に認定事業者が特殊詐欺の実刑を受けたとしても、それだけでは欠75 

格事由や認定基準の違反とはならず、認定の取消しも含めて電気通信事業法上の対応が行76 

えない状況であった。 77 

このような状況を踏まえ、令和６年５月２日に総務大臣から情報通信審議会に諮問され78 

た「IP 網への移行等に向けた電気通信番号制度の在り方」の中で電気通信番号の犯罪利79 

用対策について検討が行われ、同年 11月 11日に電気通信番号制度の見直し等を内容とす80 

る最終答申が取りまとめられた。 81 

 82 

図表４ 「IP網への移行等に向けた電気通信番号制度の在り方」最終答申の主な内容 83 

 84 
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 85 

総務省では、この「IP網への移行等に向けた電気通信番号制度の在り方」最終答申（令86 

和６年 11月 11日）（以下「令和６年答申」という。）を踏まえ、令和７年５月に成立した87 

令和７年改正法により、以下を主な内容とする電気通信番号制度の見直しを行った。 88 

 89 

① 欠格事由の追加 90 

電気通信番号使用計画の認定の欠格事由に次の事由を追加。 91 

・特殊詐欺として主に検挙されている刑法犯（詐欺、電子計算機使用詐欺等の刑から２年92 

を経過しない者） 93 

・電気通信番号使用計画の認定の取消しを受けて２年を経過しない者 94 

また、あわせて、当該認定の申請書類に、欠格事由に該当しない旨の誓約書を追加した。 95 

 96 

② 認定基準の追加 97 

犯罪捜査から免れるため短期間で休業状態になるような者や特殊詐欺に関する窃盗（受98 

け子等）の罪を犯した者を排除するため、電気通信番号使用計画の認定における申請者の99 

基準として次の要件を追加。 100 

・役務の継続的な実施が見込まれること 101 

・その提供する役務が詐欺罪等に利用されるおそれが高くないこと 102 

 103 

③ 事業者への義務付け 104 

一般的に、特殊詐欺に使用される電気通信番号が卸電気通信役務の提供を受ける事業者105 

から供給されているという実態を踏まえ、事業者が他の事業者に卸電気通信役務を提供す106 

る場合に次の取組を行うことを義務付け。 107 

・卸先電気通信事業者に対して電気通信番号使用計画の認定を受けているか確認すること 108 

・一定以上の番号数を提供する場合には、卸先電気通信事業者の役務継続性の見込みを確109 

認すること 110 

 111 

①については、改正法の公布の日（令和７年５月 28 日）に既に施行しており、今後、112 

公布の日から１年以内とされる②及び③の施行に向けて、下位法令の整備等を行う必要が113 

ある。114 
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第３章 検討事項等 115 

１．検討事項 116 

令和７年改正法について、法律から委任された総務省令を含む下位法令を整備し、見直117 

し後の電気通信番号制度を確実に運用するため、主に以下の事項について検討を行った。 118 

 119 

 ＜認定基準の追加関係＞ 120 

 ① 規律の対象となる電気通信番号の種別 121 

電気通信番号使用計画の認定時に「申請者の役務継続性」が認定基準として追加され122 

たところ、この基準が適用される電気通信番号の種別を何にすべきか。 123 

 124 

② 申請者の役務継続性を審査するための申請書類 125 

電気通信番号使用計画の認定時に「申請者の役務継続性」が認定基準として追加され126 

たところ、認定の審査において申請者の役務継続性を確認するために、申請者にどのよ127 

うな書類の提出を求めることとするか。 128 

 129 

 ③ 提供する電気通信役務が詐欺罪等に利用されるおそれが高い者の要件 130 

欠格事由によって類型的に認定から排除すべき者がある一方で、行為の具体的な態様131 

や結果の重大性を勘案して認定から排除すべきかどうかを判断できるよう、「その提供132 

する電気通信役務が詐欺罪等の罪に当たる行為に利用されるおそれが高い者の要件と133 

して総務省令で定める要件」が申請者の認定基準として追加されたところ、この要件を134 

どのように定めるべきか。 135 

 136 

 ＜卸元事業者への義務付け関係＞ 137 

 ④ 電気通信番号使用計画の認定の有無の確認方法 138 

電気通信番号を使用した卸電気通信役務の契約を締結・更新する場合、卸元事業者は、139 

卸先事業者の電気通信番号使用計画の認定の有無を確認しなければならないこととさ140 

れたところ、その確認方法をどのように定めるべきか。 141 

 142 

⑤ 役務の継続性があると認められる基準及びその確認方法 143 

電気通信番号を使用した卸電気通信役務の契約を締結する場合、卸元事業者は、卸先144 

事業者の役務の継続性の有無を確認しなければならないこととされたところ、役務の継145 

続性があると認められる基準及び確認方法をどのように定めるべきか。 146 

 147 

⑥ 役務の継続性の確認義務の適用除外となる提供番号数 148 

卸提供される番号の数の上限がどの程度であれば、卸先事業者の役務継続性の確認義149 

務の適用除外としてもよいか。 150 



7 

＜その他＞ 151 

 ⑦ その他 152 

その他、電話番号の犯罪利用対策以外にも広範な改正事項を含む令和７年改正法の内153 

容と整合を図り、令和７年改正法を着実に執行するため、必要な事項の検討を行う。 154 

 155 

２．電話番号の特殊詐欺への利用の実態等 156 

電話番号の特殊詐欺への利用の実態及び電話番号の犯罪利用対策として実施している157 

取組について、警察庁及び一般社団法人電気通信事業者協会にヒアリングを行ったところ、158 

以下のような紹介があった。 159 

 160 

＜警察庁＞ 161 
⚫ 令和６年の特殊詐欺の被害額は約 718億円で、過去最悪であった平成 26年の約 566億円を大き162 

く上回っている。 163 
⚫ 特殊詐欺に使用される番号種別としては、固定電話番号、音声伝送携帯電話番号、特定 IP電話164 

番号など、様々に変遷をしている。悪用が確認される都度、本人確認義務や利用停止スキーム等165 
での対策を講じているが、いたちごっことなっている状況。 166 

⚫ 令和３、４年については、数社の悪質事業者が多数の電話番号を保有する状況だったが、令和５167 
年に利用停止スキームに在庫番号一括利用停止の措置を追加したことで、それ以降は小規模な168 
悪質事業者が多数現れる状況が生じている。 169 

⚫ 特殊詐欺等の実行犯への犯行ツールとしての電話番号の提供を目的として参入を図る事業者に170 
対して、電話番号が販売されないよう、実行性のある仕組みの構築が必要。 171 

⚫ 犯行に関与する悪質事業者を見分けるため、警察による捜査とともに、所管省による立入調査等172 
の行政処分を積極的に推進するなど、市場の健全性確保に向けた環境の構築が必要。 173 

 174 
＜一般社団法人電気通信事業者協会＞ 175 
⚫ 「オレオレ詐欺等対策プラン」（令和元年６月 25日犯罪対策閣僚会議決定）において、「特殊詐176 

欺に利用された固定電話番号の利用停止をはじめとする実効性のある対策を講じる」とされた177 
ことを受け、特殊詐欺に利用された固定電話番号の利用停止等の運用・検討等のため、令和元年178 
９月に部会を設置し、活動中。 179 

⚫ 総務省からの通知に基づき、特殊詐欺対策検討部会に参加する会員事業者は、県警等からの要請180 
に応じ、特殊詐欺に利用された固定電話番号等の利用停止や悪質な利用者への新たな固定電話181 
番号の提供拒否等を実施。 182 

⚫ 関係機関等と連携した取組により、特殊詐欺に利用された固定電話番号等の悪用への対策に寄183 
与。 184 
 185 

（参考）令和６年末までの利用停止等の件数 186 
・固定電話番号：13,972件 187 
・050IP電話番号：11,588件  188 
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第４章 検討の方向性 189 

１．規律の対象となる電気通信番号の種別 190 

令和７年改正法においては、電気通信番号使用計画の認定時に「申請者の役務継続性」191 

が認定基準として追加された。当該基準が適用される電気通信番号の種別については、電192 

気通信役務を利用した詐欺罪等の罪に当たる行為の発生状況を勘案して総務省令で定め193 

ることとしている。 194 

なお、この総務省令で定める電気通信番号の種別は、後述の卸元事業者への確認義務の195 

対象となる電気通信番号の種別にもなる。 196 

令和６年答申では、事業者に求める取組（卸先事業者が電気通信番号使用計画の認定を197 

取得していることの確認）の対象となる電気通信番号の種別について、「特殊詐欺への悪198 

用が一定数存在する固定電話番号、特定 IP 電話番号及び音声伝送携帯電話番号を対象と199 

することが適当である。」とされている。 200 

令和６年答申以降も、特殊詐欺に利用された電気通信番号種別の推移について、その傾201 

向に大きな変化はないことから、固定電話番号、特定 IP 電話番号及び音声伝送携帯電話202 

番号を対象とすることが考えられる。 203 

 204 

図表５ 特殊詐欺に犯行利用された番号種別の推移 205 

 206 

 207 

これについて、関係事業者等にヒアリングを行ったところ、規律の対象となる電気通信208 

番号の種別について、全ての事業者から賛成の意見が得られたことから、総務省において、209 
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音声伝送携帯電話番号、固定電話番号及び特定 IP 電話番号を規律の対象となる電気通信210 

番号の種別とする方向で検討を進めることが適当である。 211 

また、必要に応じ、今後も、特殊詐欺に利用される番号種別の推移を踏まえた見直しを212 

行うことが望ましい。 213 

 214 

２．申請者の役務継続性を審査するための申請書類 215 

令和７年改正法において、総務省令で定める番号種別に係る電気通信番号使用計画につ216 

いては、「申請者の役務継続性」が認定基準として追加された。 217 

総務省において申請者の役務継続性を確認するため、電気通信番号使用計画の認定の申218 

請書類として、これまでの事業実績や今後の事業計画等に関する書類の提出を求め、需要219 

見込みや資金計画等について審査することが考えられる。 220 

 221 

これについて、関係事業者等にヒアリングを行ったところ、以下のような意見があった。 222 

 223 

＜事業者からの意見＞ 224 
⚫ 電気通信番号使用計画の認定申請について、変更認定の申請の場合は、役務継続性の審査を簡素225 

化／省略すべき。 226 
⚫ 役務継続性の判断基準等について透明性を確保すべき。 227 

 228 
（申請書類に関する意見） 229 
⚫ 申請書類が、過度な負担とならないようにすべき。 230 
⚫ 申請書類の様式の明確化が必要。 231 
⚫ 上場企業は決算報告書や有価証券報告書等、公開情報で申請書類とみなしてほしい。 232 
⚫ 提出する事業計画等の書類は総務省限りとし、開示請求等においても非開示とすべき。 233 

 234 
＜構成員からの意見＞ 235 
⚫ 変更認定の申請については一定程度簡素化できると思うが、完全に省略はすべきでない。悪意を236 

持った者が既存事業者を乗っ取って申請をするといったケースを確認できるようにすべき。 237 
⚫ 上場するか否かの判断は経営判断であり、上場しない理由も様々であることも踏まえると、上場238 

企業のみ公開情報をもって申請書類とみなすというのは、非上場企業との間で不公平ではない239 
か。 240 

 241 

電気通信番号使用計画の認定の申請書類や審査の観点について、大きな異論はなかった242 

ことから、総務省においては、電気通信番号使用計画の認定の申請書類として、具体的に、243 

これまでの事業実績や今後の事業計画等に関する書類の提出を求め、需要見込みや資金計244 

画等について審査することを明確化する方向で検討を進めることが適当である。 245 

なお、複数の事業者から、変更認定の申請の場合は、役務継続性の審査を簡素化／省略246 

すべきという意見が提出された。この点について、構成員からは、悪意を持った者が既存247 

事業者を乗っ取って変更認定申請をするといったケースも想定され、完全に省略すべきで248 

はないという意見があった。 249 

これらを踏まえ、総務省においては、認定申請時に加え、変更認定申請時においても、250 

役務継続性に係る審査を行うことが適当である。その上で、申請者の負担も勘案し、変更251 
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認定時の申請の簡素化及び審査の実効性担保の観点から、申請書類を必要最小限とする方252 

向で、具体化の検討を進めることが適当である。 253 

また、上場の有無に応じた申請書類については、認定申請における役務継続性の審査に254 

必要な情報を網羅的に迅速に収集する観点から、差異を設けず、同一の申請書類とする方255 

向で検討を進めることが適当である。 256 

 257 

３．提供する電気通信役務が詐欺罪等に利用されるおそれが高い者の要件 258 

令和７年改正法においては、詐欺罪や電子計算機使用詐欺罪を一律に電気通信番号使用259 

計画の認定の欠格事由とする一方で、窃盗罪については、電気通信番号を使用した特殊詐260 

欺とはおよそ関係ない軽微な万引き等も含まれることから、一律に欠格事由として規定す261 

るのではなく、申請者の認定基準として、「その提供する電気通信役務が詐欺罪等の罪に262 

当たる行為に利用されるおそれが高い者の要件に該当しないこと」を審査することで、窃263 

盗罪に当たる行為の態様等を勘案して認定を拒否しうることとしている。 264 

このような立法趣旨に鑑み、「その提供する電気通信役務が詐欺罪等の罪に当たる行為265 

に利用されるおそれが高い者の要件」としては、まずは、いわゆる「受け子」のように、266 

電気通信番号を使用した特殊詐欺を端緒として窃盗罪（累犯を含む。）により処罰された267 

者を総務省令で規定することが考えられる。 268 

その他、電気通信番号使用計画の認定の取消しを受けた法人の当時の役員についても、269 

当該役員が認定の取消し後すぐに新たな別法人を立ち上げて認定申請をするような場合270 

を排除するため、「その提供する電気通信役務が詐欺罪等の罪に当たる行為に利用される271 

おそれが高い者の要件」として総務省令に規定することが考えられる。 272 

 273 

図表６ 特殊詐欺等の検挙件数の推移 274 

 275 

 276 

これについて、関係事業者等にヒアリングを行ったところ、以下のような意見があった。 277 

 278 

＜事業者からの意見＞ 279 
（規律の内容に関する意見） 280 
⚫ 賛同。 281 
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⚫ また、過度に広範な要件とならないよう、特殊詐欺に係るものに限定すべき。 282 
 283 
（運用に関する意見） 284 
⚫ 特殊詐欺に電気通信番号が悪用されないよう、積極的に運用されるべき。 285 
⚫ 不正行為にどの程度関与していたかについては、個別の事実関係を丁寧に確認し、適切な判断を286 

行う必要がある。 287 
 288 

＜構成員からの意見＞ 289 
（特になし） 290 

 291 

全ての事業者から賛同の意見が得られたことから、総務省において、電気通信番号を使292 

用した特殊詐欺を端緒として窃盗罪（累犯を含む。）により処罰された者及び電気通信番293 

号使用計画の認定の取消しを受けた法人の当時の役員を規定する方向で検討を進めるこ294 

とが適当である。 295 

また、総務省において、適切に運用を行い、必要に応じ、今後も、電話番号を利用する296 

特殊詐欺の態様等の変化にあった見直しを行うことが望ましい。 297 

 298 

４．電気通信番号使用計画の認定の有無の確認方法 299 

令和７年改正法において、電気通信番号を使用した卸電気通信役務の契約を締結・更新300 

する場合、卸元事業者は、卸先事業者の電気通信番号使用計画の認定の有無を確認しなけ301 

ればならないこととされた。 302 

 303 

卸先事業者の電気通信番号使用計画の認定の有無については、 304 

⚫ 卸先事業者が総務省から電気通信番号使用計画の認定を直接受けている事業者である305 

場合には、当該事業者から認定証の提示を受けること 306 

⚫ 卸先事業者がみなし認定事業者である場合には、当該事業者が作成した標準電気通信307 

番号使用計画及び当該事業者の電気通信事業者としての登録証・届出証の提示を受け308 

ること 309 

によって確認をすることが考えられる。 310 

なお、その場合、現在、電気通信番号使用計画の認定証には、認定番号や認定を受けた311 

電気通信番号の種別等の情報が記載されていないため、卸先事業者の確認の正確性の担保312 

の観点からも、認定証の様式について見直しが必要と考えられる。 313 

 314 

これについて、関係事業者等にヒアリングを行ったところ、以下のような意見があった。 315 

 316 

＜事業者からの意見＞ 317 
⚫ 総務省ホームページの認定事業者の公表リストにより、電気通信番号使用計画の認定の有無を318 

確認する方法を認めてほしい。 319 
⚫ 認定証の見直しに強く賛同。番号種別だけでなく番号種別ごとの役務の種類、卸元事業者名を記320 

載すべき。また、事業者コードを割り当て、事業者の契約や相手先確認、申請、報告等の手続き321 
において確実に運用したい。 322 
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 323 
＜構成員からの意見＞ 324 
⚫ 総務省ホームページの認定事業者の公表リストの確認ではなく、認定証の提示を受ける方法に325 

よるとしたとしても、大きな負担になるとは思われない。 326 

 327 

一部事業者からは、総務省ホームページに公表されている認定事業者のリストの確認に328 

より代替したい意見があったものの、 329 

➢ 卸先事業者から書面の提示を受けることにより、確認の証憑を残すことが可能である330 

こと 331 

➢ 書面の提示を受ける確認方法が事業者に対して著しく負担になるとは考えられないこと 332 

➢ 総務省ホームページの更新の即時性に限界があること 333 

から、総務省においては、卸先事業者から書面の提示を受けて確認する方法を規定する方334 

向で検討を進めることが適当である。 335 

併せて、認定証の様式について、書面での認定証を用いた確認が可能となるよう、必要336 

な見直しを行う方向で検討を進めることが適当である。 337 

 338 

５．役務の継続性があると認められる基準及びその確認方法 339 

令和７年改正法において、電気通信番号を使用した卸電気通信役務の契約を締結する場340 

合、卸元事業者は、卸先事業者の役務継続性の有無を確認しなければならないこととされ341 

た。 342 

卸元事業者は、卸先事業者の役務継続性について、以下のいずれかを確認することとさ343 

れている。 344 

a.電気通信事業その他の事業を総務省令で定める期間以上継続して行っていること 345 

b.役務の提供が継続的に行われると見込まれるものとして総務省令で定める要件を満た346 

すこと 347 

 348 

（a.事業継続期間） 349 

令和６年答申においては、「卸先事業者が電気通信事業を含む業に係る製品・サービス350 

の提供を６ヶ月以上行っていると確認できる場合」が、役務継続可能性のひとつの基準と351 

されている。このような過去の議論を踏まえ、総務省令で定める事業継続期間としては「６352 

ヶ月」とすることが考えられる。また、その確認方法としては、サービスの継続期間が確353 

認可能な契約書や料金請求書等の提示を受けることが考えられる。 354 

 355 

これについて、関係事業者等にヒアリングを行ったところ、事業継続期間（６ヶ月）及356 

びその確認方法について、全ての事業者から異論がなかった。 357 

そのため、総務省において、役務継続性があると認められる基準としての事業継続期間358 

を「６ヶ月」と規定する方向で検討を進めることが適当である。また、事業継続期間の確359 
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認方法についても、サービスの継続期間が確認可能な契約書や料金請求書等の提示を受け360 

ることを規定する方向で検討を進めることが適当である。 361 

そして、確認方法として認められる文書等の具体的な内容については、ガイドライン等362 

により明確化する方向で検討を進めることが適当である。 363 

 364 

（b.その他の要件） 365 

事業継続期間によらず役務継続性があると見込まれる要件について、まず、令和７年改366 

正法においては、電気通信番号使用計画の認定の基準として、申請者の役務継続性を確認367 

することとされたことから、 368 

① 令和７年改正法施行後に総務省から電気通信番号使用計画の認定を直接受けている場369 

合 370 

については、その事実を確認することにより、役務継続性の確認とすることが考えられる。 371 

また、新規参入事業者について、事業継続期間によらず役務継続可能性があるものと判372 

断できる場合としては、例えば、 373 

② 既に一定の事業実績のあるグループ企業の組織再編等により、新会社が設立された場合 374 

③ 役員の中に、電気通信番号使用計画の認定事業者において一定の従事経験がある者が375 

いる場合 376 

が考えられる。 377 

これらの確認方法としては、 378 

① 総務省から直接認定を受けていること：電気通信番号使用計画の認定証（令和７年改379 

正法施行後に認定を受けたもの）の提示を受けること 380 

② 既に一定の事業実績のあるグループ企業の組織再編等により、新会社が設立された場381 

合：親会社等との関係が証明できる有価証券報告書や登記簿謄本等の提示を受けること 382 

③ 役員の中に、電気通信番号使用計画の認定事業者において一定の従事経験がある者が383 

いる場合：当該者が一定の従事経験があると証明する書類（役員であれば過去従事し384 

ていた企業の登記簿謄本等）の提示を受けること 385 

が考えられる。 386 

 387 

これについて、関係事業者等にヒアリングを行ったところ、以下のような意見があった。 388 

 389 

＜事業者からの意見＞ 390 
（基準に関する意見） 391 
⚫ 善良な新規参入者の障壁とならないよう配慮が必要。 392 
⚫ 「一定の従事経験」等について、定量的な基準を定めてほしい。 393 
⚫ 「一定の従事経験」について、クラウド電話や CPaaS1事業等の次世代の通信事業への従事につ394 

いても評価されるようにしてほしい。 395 
⚫ 「役員の中に電気通信番号使用計画の認定事業者において一定の従事経験がある者がいる場合」396 

については、必ずしも役務継続性との関係が深くない。 397 
 398 

 
1 Communications Platform as a Service 
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（役員の中に電気通信番号使用計画の認定事業者において一定の従事経験がある者がいる場合の確399 
認方法に関する意見） 400 
⚫ 事業者が発行した職歴を証明する書類や離職票の写し等による確認も有効ではないか。 401 
⚫ 登記簿謄本に記載がない従事経験者が大宗を占めると考えられることから、職務経歴書等によ402 

り確認することになると想定している。 403 
⚫ 過去在籍していた企業での業務内容まで確認することは困難。 404 
⚫ 通常の営業活動で確認しない項目であり、負担増になる。 405 

 406 
（その他） 407 
⚫ 営業上の秘密に当たる部分については黒塗りを認めるべき。 408 
⚫ 確認方法として認められる事項／文書等を明確化してほしい。 409 

 410 
＜構成員からの意見＞ 411 
⚫ 「役員の中に電気通信番号使用計画の認定事業者において一定の従事経験がある者がいる場合」412 

については、人的リソースの確保という点で一定の意義がある。 413 
⚫ 電気通信番号使用計画の認定事業者において一定の従事経験がある者を役員に据える悪質事業414 

者が出てくるのではないか。 415 

 416 

役務の継続性があると認められる基準について、① 総務大臣から直接認定を受けてい417 

ること及び② 既に一定の事業実績のあるグループ企業の組織再編等により、新会社が設418 

立された場合について、全ての事業者から異論はなかった。 419 

他方で、③ 役員の中に、電気通信番号使用計画の認定事業者において一定の従事経験420 

がある者がいる場合については、人的リソースを確保している点で一定の相関が認められ421 

るものの、その確認方法については困難性も指摘された。 422 

また、①から③までの基準以外にも、事業者からは役務の継続性があると認められる基423 

準及びその確認方法について、以下のとおり、複数の追加提案があった。 424 

 425 

＜事業者からの意見＞ 426 
⚫ 「株式上場している場合」を役務の継続性があると認められる基準とし、その確認方法として427 

「株式上場していることの確認」を追加してほしい。 428 
⚫ 「一定の資本金を有している場合」を役務の継続性があると認められる基準とし、その確認方法429 

として「事業者が一定の資本金を有していることを証明する書類（登記簿謄本等）の提示を受け430 
ること」を追加してほしい。 431 

⚫ 「信用評価機関や格付け機関等の第三者評価」を役務の継続性があると認められる基準とし、そ432 
の確認方法として「当該第三者評価を確認する方法」を追加してほしい。 433 

⚫ 「国外において一定の事業実績がある者が国内事業に新規参入する場合」を役務の継続性があ434 
ると認められる基準としてほしい。 435 

⚫ 「社内のコンプライアンスについて、弁護士による顧問、監督を受けていること」を役務の継続436 
性があると認められる基準とし、その確認方法として「社内のコンプライアンスについての顧問437 
弁護士からの書面を確認する方法」を追加してほしい。 438 

⚫ 民間の認証の取得状況や事業者団体等における活動実績、公知の情報や検索サービスの情報等、439 
実態上の活動や取組の確認など、よりリアリティのある事業継続性の確認についても認めてほ440 
しい。 441 

⚫ 「資金調達実績」、「特定専門性」、「明確な事業計画」を役務の継続性があると認められる基準と442 
してほしい。 443 

⚫ 「売上金額」や「大企業との契約実績」を役務の継続性があると認められる基準としてほしい。 444 
 445 

＜構成員からの意見＞ 446 
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⚫ 継続性を判断するための「一定の資本金」について、他業種の企業が電気通信事業に参入する場447 
合等も含め、資本金の適正性の判断が困難ではないか。 448 

⚫ 「信用評価機関や格付け機関等の第三者評価を確認する方法」はある程度有益な方法ではない449 
かと思われるものの、契約内容等によって信用機関から得られる情報が限定されることも考え450 
られる。また、第三者評価を行うためにかかる費用を誰かが負担することになる。 451 

⚫ 国内、国外にかかわらず、事業実績があれば役務継続性があると認められる要件としてよいので452 
はないか。他方で、国外の事業実績については、その確認方法を明確にする必要があるのではな453 
いか。 454 

⚫ 海外の事業者の確認について、情報が欠如することがなく、日本の事業者の場合と同様の確認が455 
されるよう、ガイドライン等で明確化すべき。 456 

⚫ 「社内のコンプライアンスについて、弁護士による顧問、監督を受けていること」について、電457 
気通信番号制度は専門的な知見を要する分野であり、全ての弁護士が対応可能な分野ではなく、458 
悪質事業者に弁護士が欺されてしまうリスクもあるのではないか。 459 

⚫ 顧問弁護士からの書面は客観性に欠けるのではないか。また、顧問弁護士自身が悪質事業者と結460 
託するリスクもあるのではないか。 461 

⚫ 事業者団体等における活動実績については、どこまで認めるかの線引きが難しい。また、その細462 
目を決める際の制度負担が大きいので考えにくい。 463 

⚫ 民間の認証の取得については、例えばプライバシーマークなどは、セキュリティ体制について第464 
三者チェックがなされ、継続的な取組がなされていることの証左として一応候補にはなるので465 
はないか。 466 

 467 

追加提案のあった主な要件及び確認方法について、以下のとおり考え方を整理した。 468 

要件 
考え方 

 確認方法 

国内の金融商品取引所に株式上場している

場合 

国内の全ての金融商品取引所における上場の審

査基準として、一定期間（少なくとも１年）以上事

業継続期間があることを審査基準とし、事業継続

期間の確認が行われている。そのため、国内の金融

商品取引所に株式上場していることを、事業継続

期間の簡易な確認方法と位置付ける方向で検討を

進めることが適当。 

 国内の金融商品取引所に株式上場して

いることの確認 

一定の資本金を有している場合 株式会社又は合同会社において、企業解散後に

資本金を株主又は社員に分配が可能であるため、

その多寡に応じて役務継続性の相関があるとは必

ずしも言えず、役務の継続性があると認められる

基準とすることは不適当。 

 一定の資本金を有していることを証明

する書類（登記簿謄本等）の提示を受

けること 

信用評価機関や格付け機関等の第三者評価

で一定の評価が得られた場合 

信用評価機関や格付け機関等の第三者評価につ

いては、契約内容により得られる情報量等も異な

ることが想定され、どの機関のどの程度の評価で

あれば役務の継続性を確認したことと認められる

か、網羅的に制度に落とし込むことは困難である。 
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 信用評価機関や格付け機関等の第三者

評価を確認する方法 

また、当該評価は、卸元事業者が取引先の支払い

能力や経営状況などを確認し、リスクを管理する

ために実施されるものである。卸先事業者の役務

の継続性の確認方法として位置付けることで、そ

の実施費用が卸先事業者、ひいてはその利用者に

転嫁される可能性も否定できず、役務継続性があ

ると認められる基準とすることは不適当。 

海外で一定の事業実績がある事業者が日本

市場に参入する場合 

海外で一定の事業実績が認められる場合には、

国内で参入しようとする場合においても、役務の

継続性があると見込まれると考えられる。そのた

め、海外で６ヶ月以上電気通信事業を営んでいる

事業者や当該事業者のグループ企業が国内で参入

しようとする場合には、それらの事業者の電気通

信事業に係る実績について、それらの事業者が電

気通信事業を営んでいる国で発行された書面等に

より、国内企業と同等の内容の確認を厳格に行う

ことが可能な場合に限り、役務継続性があると認

められる基準とする方向で検討を進めることが適

当。 

 親会社等との関係を確認すること 

社内コンプライアンスについて、弁護士に

よる顧問・監督を受けている場合 

弁護士による法令遵守体制の顧問・監督は、内部

手続きの不備改善やリスク管理において重要であ

るが、その業務内容は法的助言を行う軽微なもの

や、顧問・監督の対象となる事業が事業全体の一部

である場合など、多様な業務が想定され、一律に役

務の継続性があると認められる基準とすることは

不適当。 

 顧問弁護士からの書面等の提示を受け

ること 

民間の認証の取得状況や事業者団体等の確

認 

民間認証の取得や事業者団体の入会等について

は、各々審査の体制や適合要件が異なり、その適正

性については個別の判断が必要となる。役務の継

続性の判断に関しては、民間の認証が、通常、一定

の事業実績があることを前提として審査すること

が想定されており、「電気通信事業その他の事業の
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 － 継続期間が一定以上であること」の要件に合致し

ない参入当初の事業者の役務継続性の確認として

用いられるには、実効性が低いと考えられる。この

ため、民間認証の有無や事業者団体への所属につ

いて、役務の継続性の認定基準として用いること

は困難。 

 469 

以上を踏まえ、事業継続期間によらず役務の継続性があると認められる基準としては、 470 

➢ 令和７年改正法施行後に総務省から直接認定を受けていること 471 

➢ 既に一定の事業実績のあるグループ企業の組織再編等により、新会社が設立された場472 

合 473 

を規定する方向で検討を進めることが適当である。 474 

また、これらの確認方法については、 475 

➢ 電気通信番号使用計画の認定証（令和７年改正法施行後に認定を受けたもの）の提示476 

を受けること 477 

➢ 親会社等との関係が証明できる有価証券報告書や登記簿謄本等の提示を受けること 478 

を規定する方向で検討を進めることが適当である。 479 

 480 

グループ企業の「一定の事業実績」については、卸先事業者自身の基準と同様に「電気481 

通信事業その他の事業を６ヶ月以上行っていること」とする方向で検討を進めることが適482 

当である。 483 

また、海外で６ヶ月以上電気通信事業を営んでいる事業者や当該事業者のグループ企業484 

が国内で参入しようとする場合には、それらの事業者の電気通信事業に係る実績について、485 

それらの事業者が電気通信事業を営んでいる国で発行された書面等により、国内企業と同486 

等の内容の確認を厳格に行うことが可能な場合に限り、役務の継続性があると認められる487 

基準として認めることが適当である。 488 

このほか、技術を持った者について、新規参入機会を担保する観点から、事業継続期間489 

によらず役務の継続性があると認められる基準として、 490 

➢ 役員の中に、我が国の電気通信事業法に基づく電気通信番号使用計画の認定事業者に491 

おいて一定の従事経験がある者がいる場合 492 

を規定することとしつつ、他方で、本要件が悪質事業者の隠れみのとならないよう、過去493 

在籍した企業の発行した書類であって具体的な業務内容が確認できる場合のみとする等、494 

厳格な運用をする方向で検討を進めることが適当である。 495 

 496 

その他、関係事業者ヒアリングにおいて提案のあった「株式上場していることの確認」497 

については、卸元事業者における確認の負担軽減の観点からも、役務継続期間の簡易な確498 

認方法として認める方向で検討を進めることが適当である。 499 
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これらについて、事業者により確認結果に差異が出ないよう明確に規定する必要があり、500 

ガイドライン等により、明確化する方向で検討を進めることが適当である。 501 

 502 

６．役務の継続性の確認義務の適用除外となる提供番号数 503 

令和７年改正法において、電気通信番号を使用した卸電気通信役務の契約を締結する場504 

合、卸元事業者は、卸先事業者の役務継続性の有無を確認しなければならないこととされ505 

た。ただし、卸提供される番号の数が総務省令で定める数以下の場合には、この確認義務506 

の適用除外とすることとされている。 507 

令和６年答申では、犯罪捜査から免れるため短期間で休業状態になるような者を電気通508 

信番号使用計画の認定から排除するため、「卸元事業者が卸先事業者の事業実績を確認し、509 

実績の少ない卸先事業者に対して提供する電気通信番号数を必要最小限に限ることが有510 

効」とされている。また、その制限の数については、「電気通信番号の特殊詐欺への悪用511 

の実態や関係事業者等の意見を踏まえながら、総合的に判断し、総務省において検討を進512 

めていく必要がある」とされ、「その検討においては、例外が多く細かすぎると安定的な513 

運用に支障が生じること、電気通信事業の発展の観点からは新規参入者への過度な規制は514 

行うべきではないこと、犯罪の手口を踏まえて不断の見直しが必要であることも考慮する515 

必要がある」とされている。 516 

図表８に示すとおり、警察庁からの情報提供によると、令和５年以降に把握した悪質事517 

業者の利用停止番号数の中央値は 58.5 である。このような情報を踏まえ、卸提供される518 

番号の数が 50 番号以下であれば、卸先事業者の役務継続性の確認義務の適用除外とする519 

ことが考えられる。 520 

中には利用停止の措置を受けた番号数が 50 番号以下のケースもあるが、これはあくま521 

で当該事業者が契約する電話番号のうち利用停止の措置を受けたものの数であり、卸提供522 

される番号数としては、もう少し大きな単位であると推察されるところ、50 番号で一定523 

の効果が得られると考えられる。 524 

 525 

図表７ 利用停止スキームによる利用停止番号数の推移 526 

 527 
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 528 

図表８ 令和５年以降に把握した悪質事業者の利用停止番号数 529 

 530 

 531 

これについて、関係事業者等にヒアリングを行ったところ、以下のような意見があった。 532 

 533 

＜事業者からの意見＞ 534 
⚫ 提供番号数を 50番号以下とすることについて賛同。 535 
⚫ その上で、利用可能な電話番号数の上限を設けて卸電気通信役務を提供することは困難なため、536 

提供番号数にかかわらず、全ての卸先事業者に対して役務継続性の確認をした上で役務提供を537 
することとしたい。また、事業者の判断で提供番号数にかかわらず卸先事業者の役務継続性の確538 
認をすることで、悪用を防ぐことができる。 539 

⚫ 50 番号以下の卸取引は多くの実績がある。トライアル的に事業を開始するケースも多く、この540 
ようなケースまで確認義務を課すことは、サービス開発の阻害となるだけでなく、日本の事業者541 
の競争力の相対的な低下に繋がる。また、小規模な電気通信事業を営む事業者の視点も踏まえて542 
判断してほしい。 543 

⚫ 今後の特殊詐欺のトレンドを踏まえて適宜見直しを行うことを要望。 544 
 545 
＜構成員からの意見＞ 546 
⚫ 50 番号以下の卸提供が稀なケースであるのであれば、適用除外をなくすか、より少ない数にし547 

てもよいのではないか。 548 
⚫ 新規参入で 50番号以下の事業者に悪質事業者がいるのではないか。適用除外となる提供番号数549 

以下であっても、ほかに悪質事業者を防げるような方法を検討する必要もあるのではないか。 550 
⚫ 50番号ずつ複数の卸元事業者から調達するというようなことは起きないのか。 551 
⚫ 一度の提供が 50番号以下であっても、短期間に少量の番号を複数回に分けて提供する場合等に552 

ついては、確認義務の対象とすべき。 553 

 554 

関係事業者等からは、確認義務の適用除外となる提供番号数を 50 番号以下とすること555 

について、異論はなかった。他方で、構成員からは、50番号以下での卸提供が稀なケース556 

なのであれば、適用除外をなくすか、より少ない数にしてもよいのではないかとの意見も557 

あった。 558 

この点、比較的規模の大きい番号指定事業者からは 50 番号以下の卸取引が稀である旨559 

の回答があったが、事業者団体からは、中小規模の事業者においては 50 番号以下の卸提560 

供も一定数存在し、50番号以下の適用除外を求める意見があった。 561 

これらを踏まえると、番号の効率的な使用や不適正な利用の防止の実効性と新規事業者562 

に対する負担も勘案し、確認義務の適用除外となる提供番号数について、50 番号以下と563 

規定する方向で検討を進めることが適当である。この場合、同一の事業者に対して一度の564 
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提供が 50番号以下であっても、複数回に分けて累計で 50番号を超える番号数を提供する565 

ときには、役務継続性の確認義務の対象となると考えられる。 566 

総務省においては、今後、電話番号を利用する特殊詐欺の態様等を踏まえて、必要に応567 

じて見直しを行うことが適当である。 568 

なお、累計しても 50 番号以下の提供が明らかである場合に、卸先事業者の役務の継続569 

性の見込みを確認し、役務提供の可否を判断することは、特に小規模な試行的提供を目的570 

として参入する新規事業者に対して過度な負担を課すこととなり、一定の電気通信番号数571 

を基準に役務の継続性の確認を適用除外とすることとした立法趣旨に鑑み、適当ではない。572 

この場合には、法律上義務付けられた、卸元事業者による電気通信番号使用計画の認定の573 

有無の確認を通じ、電気通信番号の適正な管理が担保されることとなる。また、電気通信574 

事業法上の役務提供義務2が課されている場合には、正当な理由がなければ、役務提供を575 

拒んではならないとされていることにも留意することが必要である。 576 

 577 

７．その他 578 

その他、令和７年改正法の内容と整合や規定の明確化を図るため、電気通信番号制度関579 

連の省令・告示等について、必要に応じて見直しすることが考えられる。 580 

例えば、令和７年改正法では、電気通信番号を使用した卸電気通信役務の契約を締結・581 

更新する場合には、卸元事業者に対して、卸先事業者が一定の要件に適合することの確認582 

が義務付けられたところ、この取組が適切に講じられることを担保するため、総務省にお583 

いても卸元事業者・卸先事業者の関係をこれまで以上に把握する必要性が高まっている。584 

令和６年答申も踏まえ、電気通信事業報告規則を見直して、みなし認定事業者を含む全て585 

の事業者に対して卸元事業者名の報告を求めることが考えられる。 586 

 587 

これについて、関係事業者等にヒアリングを行ったところ、以下のような意見があった。 588 

 589 

＜事業者からの意見＞ 590 
⚫ みなし認定事業者を含む全ての事業者から卸元事業者名の報告を求めることについて賛同。 591 
⚫ 事業者にとって過度な負担とならないよう、既存の報告を含めて全体として必要最小限となる592 

よう配慮をお願いしたい。 593 
⚫ 必要に応じて制度の見直しを検討していく必要がある。 594 
⚫ 電気通信番号制度に関する周知の更なる充実をお願いしたい。 595 

 596 
＜構成員からの意見＞ 597 
（特になし） 598 

 599 

電気通信事業報告規則を見直して、みなし認定事業者を含む全ての事業者に対して卸元600 

事業者名の報告を求めることについて、異論はなかった。 601 

 
2 公益事業特権に係る認定を受けた事業者としての役務提供義務等 
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総務省において、令和７年改正法の内容との整合や規定の明確化を図るため、電気通信602 

事業報告規則をはじめ、電気通信番号制度関連の省令・告示等の見直しを検討することが603 

望ましい。 604 

また、総務省においては、電気通信番号制度の見直しの内容について、関係事業者に対605 

して適切に周知することが求められる。  606 
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 607 

 608 

 609 

 610 

 611 

資料編 612 

  613 



1 

 614 

諮 問 第 1 2 4 1 号 615 

令和７年６月 17 日 616 

情報通信審議会 617 

会長 遠藤 信博 殿 618 

 619 

 620 

 621 

 622 

 623 

         総務大臣 村上 誠一郎 624 

 625 

 626 

 627 

 628 

諮  問  書 629 

 630 

 631 

 632 

下記について、別紙により諮問する。 633 

 634 

 635 

 636 

記 637 

 638 

 639 

電話番号の犯罪利用対策等に係る電気通信番号制度の在り方 640 

  641 

資料１ 
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別紙 642 

 643 

諮問第1241号 644 

 645 

電話番号の犯罪利用対策等に係る電気通信番号制度の在り方 646 

 647 

１ 諮問理由 648 

  近年、総務大臣から電気通信番号使用計画の認定を受けた電気通信事業者が、649 

特殊詐欺の幇助犯として逮捕・起訴及び実刑判決に至った事例が増加しており、650 

社会的な問題となっている。 651 

そこで、電気通信番号の犯罪利用に対する抜本的な対策等を検討した「IP網652 

への移行等に向けた電気通信番号制度の在り方」最終答申を踏まえ、以下のと653 

おり、令和７年に電気通信事業法（昭和59年法律第86号）を改正（以下「令和654 

７年法改正」という。）したところである。 655 

① 電気通信番号使用計画の認定の欠格事由に詐欺罪等により刑に処せられた656 

者等を追加すること。 657 

② 電気通信番号使用計画の認定の基準として申請者の役務継続の見込み等を658 

追加すること。 659 

③ 電気通信番号を使用した卸電気通信役務を提供する電気通信事業者に対し660 

て、卸先事業者が一定の要件を満たすことの確認義務を課すこと。 661 

令和７年法改正においては、規律の対象となる電気通信番号の種別、電気通662 

信番号を使用した卸電気通信役務を提供する際の確認義務の履行方法等の事663 

項について総務省令で規定することとされており、これらを規定するために必664 

要な事項について検討を行う必要がある。 665 

また、令和７年法改正は電話番号の犯罪利用対策以外の内容も含む広範な制666 

度改正であるため、電気通信番号制度について、令和７年法改正の内容と整合667 

を図るため検討を行う必要がある。 668 

以上により、電話番号の犯罪利用対策等に係る電気通信番号制度の在り方に669 

ついて諮問するものである。 670 

 671 

２ 答申を希望する事項 672 

電話番号の犯罪利用対策等に係る電気通信番号制度の在り方 673 

 674 

３ 答申を希望する時期 675 

  令和７年11月頃 676 

 677 

４ 答申が得られた時の行政上の措置 678 

  今後の情報通信行政の推進に資する。 679 

 680 

 681 
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 682 

電気通信事業政策部会 名簿 683 

 684 

（敬称略・五十音順） 685 

 氏名 主要現職 

部会長 岡田
お か だ

 羊
よう

祐
すけ

 成城大学 社会イノベーション学部 教授 

部会長代理 大橋
おおはし

 弘
ひろし

 
東京大学 副学長／大学院 経済学研究科 教

授 

委員 浅川
あさかわ

 秀之
ひでゆき

 
株式会社日本総合研究所 主席研究員／プリン

シパル 

委員 荒牧
あらまき

 知子
と も こ

 公認会計士 

委員 石井
い し い

 夏生利
か お り

 中央大学 国際情報学部 教授 

委員 江﨑
え さ き

 浩
ひろし

 東京大学 大学院 情報理工学系研究科 教授 

委員 高橋
たかはし

 利枝
と し え

 
早稲田大学 教授／ケンブリッジ大学「知の未

来」研究所 アソシエイト・フェロー 

委員 藤井
ふ じ い

 威生
た け お

 
電気通信大学 先端ワイヤレス・コミュニケー

ション研究センター 教授 
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電気通信番号政策委員会 名簿 688 

 689 

（敬称略・五十音順） 690 

 氏名 主要現職 

主査 

専門委員 
相田
あ い だ

 仁
ひとし

 東京大学 特命教授 

委員 石井
い し い

 夏生
か お

利
り

 中央大学 国際情報学部 教授 

主査代理 

委員 
藤井
ふ じ い

 威生
た け お

 
電気通信大学 先端ワイヤレス・コミュニケー

ション研究センター 教授 

専門委員 大谷
おおたに

 和子
か ず こ

 株式会社日本総合研究所 執行役員 法務部長 

専門委員 河村
かわむら

 真紀子
ま き こ

 主婦連合会 会長 

専門委員 猿渡
さるわたり

 俊介
しゅんすけ

 大阪大学 大学院 情報科学研究科 准教授 

専門委員 森
もり

 亮二
りょうじ

 英知法律事務所 弁護士 

専門委員 矢入
や い り

 郁子
い く こ

 上智大学 理工学部 情報理工学科 教授 

専門委員 山下
やました

 東子
は る こ

 大東文化大学 経済学部 教授 
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開催状況 694 

 695 

 開催日・開催方法 議題等 

電気通信事業

政策部会 

（第 81回） 

令和７年６月 17日 

※Web会議 

・「電話番号の犯罪利用対策等に係る電

気通信番号制度の在り方」について

【令和７年６月 17 日付け諮問第 1241

号】（諮問） 

電気通信番号

政策委員会 

（第 39回） 

令和７年６月 30日 

※Web会議 

・「電話番号の犯罪利用対策等に係る電

気通信番号制度の在り方」について 

・電話番号の特殊詐欺への利用の実態に

ついて 

・「電話番号の犯罪利用対策等に係る電

気通信番号制度の在り方」論点（案） 

電気通信番号

政策委員会 

（第 40回） 

令和７年７月７日 

※Web会議 
・関係者ヒアリング 

電気通信番号

政策委員会 

（第 41回） 

令和７年７月 18日 

※Web会議 
・関係者ヒアリング 

電気通信番号

政策委員会 

（第 42回） 

令和７年９月３日 

※Web会議 
・各論点の取りまとめの方向性 

電気通信番号

政策委員会 

（第 43回） 

令和７年９月 12日

※Web 会議 

・「電話番号の犯罪利用対策等に係る電

気通信番号制度の在り方」一次報告書

（案） 
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